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4994944 号）の商標権者である。本件商標は訴外Aが平成 18 年 4 月 3 日に




られたドイツ連邦共和国の Puma AG Rudolf Dassler Sport（「プーマ社」）
である。Yは、自身が商標登録を有している引用商標を根拠とし、平成 23
年 10 月 12 日、本件商標の登録無効審判（無効 2011-890089 号）を請求した。
Yは商標登録無効事由として商標法 4条 1項 7号及び 15 号（以下、単に「7












































































































































とは別のパロディ商標が問題となった知財高判平成 21 年 2 月 10 日（平成
20 年（行ケ）第 10311 号）裁判所HP〔SHI-SA 事件第一次訴訟〕及び知財
高判平成 22 年 7 月 12 日判タ 1387 号 311 頁〔SHI-SA 事件第二次訴訟〕に
おいて争われていた⑶。両訴訟はいずれも下記に示す「SHI-SA 商標」の登
録の有効性が、本件における引用商標（「PUMA」）との関係で問題となっ
たものである。第一次訴訟では 11 号該当性が、第二次訴訟では 15 号及び
19 号該当性の有無が争点であったが、知財高裁はいずれの規定にも該当し
ないとの判断を下した。





















2010 年 10 月 4 日朝刊）。この事案の場合、当該作品の展示は商標的使用には該当しな
いように思われる。
⑶　SHI-SA第一次訴訟を素材に、不正競争防止法 2条 1項 1号及び 2号との関係も含め、
パロディ商標の問題を詳細に論じるものとして、平澤卓人「日本法における商標パロ
ディの可能性―SHI-SA 事件」知的財産法政策学研究 25 巻 235 頁（2009 年）。
京女法学　第 6号124
が商標登録をしている「LAMBORGHINI」（引用商標）との関係で、




ができない商標を定める商標法 4条 1 項 7 号及び 15 号に該当するので、同
法 46 条 1 項の規定によりその登録が無効であるとの判断がなされたもので
ある⑸。本判決はパロディ商標の登録が 7号に該当するとして、その登録を
無効と判断したおそらく初の事例であり、この点に本判決の意義を認めるこ
とができる⑹。また、前記 Lambormini 事件では、無効理由として 7号の主
張もされていたものの、裁判所はこれを判断していなかった⑺。4 条 1 項 7
号とそれ以外の同項各号の位置づけあるいは適用関係については議論のある
ところであるが、本判決は 7号と 15 号の重畳適用を正面から認めたという
点でも意義があると思われる。





⑸　本判決の評釈として、小泉直樹「判批」ジュリ 1458 号 6 頁（2013 年）、堀江亜以子「判
批」平成 25 年度重判解（ジュリ臨増 1466 号）282 頁（2014 年）がある。
⑹　登録異議申立のレベルにおいて、「東京愉快ツリー」や「とうきょうゆかいつりー」
などの登録商標が 7号に該当するとして、それら一連の商標の登録が取り消された最






判決においても、商標法 4条 1 項 7 号該当性については判断されていない。」と述べ
られている（判タ 1388 号 301 頁）。
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本 15 号は 10 号及び 11 号とは異なり商標の類似性を文言上は要件とはして
いないし、15 号が 10 号から 14 号までの総括条項であり、10 号から 14 号に




























































































念の拡大」知財管理 51 巻 12 号 1863 頁（2001 年）。実例については、齊藤整＝勝見元
博「最近の審判決例にみる商標法第 4条第 1項 7号における公序良俗概念」パテント
59 巻 8 号 54 頁（2006 年）も参照。
21　審査基準等にみられる伝統的な類型論を再構成した上で、商標法上における 7号の
体系的位置づけや 7号の適用の可否について論じるものとして、小泉直樹「いわゆる
『悪意の出願』について」日本工業所有権法学会年報 31 号 153 頁（2008 年）。また、
知財高判平成 24 年 6 月 27 日判時 2159 号 109 頁〔ターザン事件〕を素材に、本号の
公序良俗概念を検討するものとして、井関凉子「著作物のキャラクターからなる商標
と商標法上の公序良俗概念」同志社法学 65 巻 1 号 163 頁（2013 年）。なお、評者は、
剽窃的出願の事例である知財高判平成 22 年 8 月 19 日（平成 21 年（行ケ）第 10297 号）
裁判所HP〔Asrock 事件〕の評釈において、7号の公序良俗概念について検討したこ
とがある（泉克幸「判批」速報判例解説 9号（法セミ増刊）277 頁（2011 年））。
22　特許庁編『工業所有権法（産業財産権法）逐条解説〔第 19 版〕』（2012 年）1286-
1287 頁。































































27　小野昌延＝三山峻司『新・商標法概説〔第 2版〕』（青林書院、2013 年）147 頁。
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結局、本判決は 15 号と 7号を重畳的に適用することとした。こうした理
解に対しては、CONMAR事件での判示28のように、消極的な態度をとる判
決例もみられたところである。しかしながら、上述したように、公益と私益
















パテント 67 巻 5 号 30 頁（2014 年）は、検討事例の 1つとして本KUMA商標事件を
取り上げた上で、15 号の適用を否定した SHI-SA 事件第二次訴訟の判断と比較しつつ、
「外観を見ればわかるとおり、どちらかと言えば、シーサーの方がプーマ社のロゴに
近いと言え、そうであるとすれば 4条 1 項 15 号の適用について、一貫していないと
言えるだろう。パロディなる概念が商標法には無い概念であり、4 条 1 項 15 号の判
断に、パロディであることを考慮すべきでないのであれば、『KUmA』事件でも、4
条 1項 15 号は非該当とし、4条 1項 7号で妥当な結論を導く方が一貫していると言え
るのではないだろうか」（41 頁）との理解を示している。
30　小泉・前掲注（5）7頁。
31　松尾和子「判批」知財管理 57 巻 7 号（2007 年）1161 頁、1163 頁。
